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【所管事項説明】 

 

１ 「令和７年版県政レポート（案）」について（環境生活部関係） 

 

「みえ元気プラン」における環境生活部の主担当施策は、表１のとおりです。 

また、他部局が主担当となる関係施策等は、表２のとおりです。 

 

 表１ 環境生活部主担当施策 

施策名 総合評価 頁 

３－２ 交通安全対策の推進 Ｂ 126 

３－３ 消費生活の安全確保 Ｂ 129 

４－１ 脱炭素社会の実現 Ｂ 136 

４－２ 循環型社会の構築 Ｂ 139 

４－４ 生活環境の保全 Ｂ 144 

12－１ 人権が尊重される社会づくり Ａ 222 

12－２ ダイバーシティと女性活躍の推進 Ａ 225 

12－３ 多文化共生の推進 Ａ 228 

16－１ 文化と生涯学習の振興 Ａ 280 

 

 表２ 環境生活部関係施策等 

施策名等 総合評価 頁 

１－２ 地域防災力の向上 Ａ 97 

３－１ 犯罪に強いまちづくり Ｃ 122 

11－４ 水の安定供給と土地の適正な利用 Ａ 220 

14－５ 誰もが安心して学べる教育の推進 
Ｂ 

（見込） 
257 

14－６ 学びを支える教育環境の整備 Ｂ 261 

15－１ 子どもが豊かに育つ環境づくり Ａ 266 

行政 
運営１ 

総合計画の推進 Ａ 291 
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【所管事項説明】 
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【所管事項説明】 

２ 令和８年度私立高等学校募集定員総数の策定について 

 

１ 高等学校募集定員総数の策定 

全日制の県立高等学校と私立高等学校の募集定員総数については、その教育

上の諸課題についての相互理解と、本県における高等学校教育の円滑な推進に

資することを目的として設置した「三重県公私立高等学校協議会」（以下「公私

協」という。）での協議を経て策定しています。 

公私協では、「高等学校生徒募集定員に係る公私比率等検討部会」が令和４年

２月 16 日にまとめた「令和９年度までの募集定員の公私比率等について」（以

下「提言」という。）をふまえ協議することとしています。 

 

[提言の要点] 

令和４年３月から令和９年３月までの５年間で、中学校卒業者数が約 1,000 人減

少することが見込まれる中、本県の高校が次代を担う三重の子どもたちにとって魅

力ある学びの場であり続けられるよう、公私が切磋琢磨して取り組むことが大切で

ある。今後も中学生の進路保障の観点を重視し、県民の理解が得られるよう、募集

定員を策定することが求められる。 

○ 県立高校は、県内の広域にわたり学校を設置し、普通科や専門学科、総合学科

を設置するなど多様な選択を可能にしている。私立高校は、設置者独自の建学の

精神に基づき、個性豊かで特色ある教育活動を、経営の安定に努めながら展開し

ている。このように、公私で担うべき役割や特性がそれぞれあることから、公私

が協調して協議を行って募集定員総数を策定し、子どもたちの選択肢の維持・充

実を図る必要がある。 

○ 地域ごとに中学校卒業者数の増減の状況、県立高校と私立高校の設置数や学校

規模、中学生の進路状況などが異なることを勘案すると、各地域の公私比率につ

いては、桑名・四日市地域、鈴鹿・津地域、伊勢地域では、県立高校がやや低く、

私立高校がやや高くなるように、松阪地域、伊賀地域では、現在と大きく変わら

ないように策定されることが適切である。（※尾鷲・熊野地域は県立高校のみ） 

○ その結果、県全体の公私比率については、中学生の進路希望や進路状況などが

毎年度変化することから正確に予測することは難しいものの、令和９年度には県

立高校が 74.0～74.5％程度、私立高校が 26.0～26.5％程度となることが見込ま

れる。 

 

 

 

２ 令和８年度私立高等学校募集定員総数の策定 

（１）三重県私学協会からの申し出 

本年５月に、三重県私学協会より公私協に対し、「私立高校の授業料実質無償

化という大きな環境変化のもと、生徒と保護者が私立高校を選択する機会が増

えることが想定されるため、令和８年度は、私立高校は募集定員総数を昨年度

のまま維持することとし、受験生の動向を見守りたい」との申出書が提出され

ました。 
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【所管事項説明】 

（２）公私協での協議結果 

三重県私学協会からの申し出をふまえて協議をした結果、「令和８年度の募

集定員総数については、県内全日制高校入学見込み人数が前年度から 265 人減

少すること、生徒の進路保障、県民の理解を得るなどの提言の理念を尊重する

こと、無償化の影響などをふまえ、公私それぞれが令和７年度の各募集定員総

数の範囲内で策定する」こととなりました。 

 

（３）令和８年度の募集定員総数 

公私協での協議結果を受け、三重県私学協会で検討した結果、令和８年度の

私立高等学校の募集定員総数は、3,565 人（前年度±０人）（※）となりました。 

  （※）愛農学園農業高等学校、青山高等学校は除く。 

 

≪参考≫ 
・県立高等学校全日制募集定員総数      10,000 人（前年度▲240 人） 

・公私比率（※）             県立：私立＝74.1％：26.4％ 

（前年度▲0.3：＋0.5） 

 (※)募集定員総数は、県内全日制高校入学見込み人数よりも一定数多く設定しているため、公私

比率の合計は 100％になりません。これは、県立と私立それぞれの高校が互いに切磋琢磨して、

特色化・魅力化が図られるよう設けているものです。 

 

 

３ 今後の対応 

各私立高等学校の募集定員は各学校の設置者において策定のうえ、各県立高

等学校の募集定員の公表と合わせて、７月上旬に三重県私学協会から公表され

る予定です。 

また、令和９年度以降の募集定員総数については、私立高校の授業料実質無償

化の影響をふまえる必要があるため、今年度中に、公私協のもとに高等学校の募

集定員等について協議する部会を設置して検討を始める予定です。 

4



【所管事項説明】 

３ 「三重県性暴力の根絶をめざす条例（仮称）」（最終案）について 
 

１ 条例制定の背景 
  性暴力は、個人の尊厳を著しく踏みにじる人権侵害行為であり、決して許されるも
のではありません。性暴力は、ひとたび発生すれば、被害者の心に深い傷を負わせ、
その回復には長い年月を要します。 

  県では、平成 27 年に「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」を開設し、性暴
力被害者に寄り添った支援を行うとともに、性暴力の予防に向けた取組を行っていま
すが、相談件数は増加傾向にあり、依然として性暴力は身近に存在しています。また、
性暴力に対する誤った認識から、不当な差別や偏見、二次被害に苦しんでいる方、声
を上げたくても上げられずに悩んでいる方もいます。 

  特に子どもに対する性暴力は、未来ある子どもの尊厳を奪うだけでなく、心身の健
全な発達に重大な影響を及ぼすことから、これを見逃すことなく早期に発見し、子ど
も及びその家族を支援することが必要です。 

  このような背景をふまえ、性暴力被害者等への更なる支援の充実とともに、県と市
町、県民や学校をはじめとした様々な主体が一体となって性暴力の根絶をめざすため、
令和６年度から性暴力被害当事者や専門家の意見を聞きながら「三重県性暴力の根絶
をめざす条例（仮称）」の制定に向けて検討を進めてきました。 

 
２ 条例制定に向けた検討経過等 
（１）検討経過 
  ア 「三重県性暴力の根絶をめざす条例（仮称）」検討懇話会（以下「懇話会」と

いう。） 
   ※弁護士、大学教授、医療関係者、教育関係者、性暴力被害当事者等で構成 
    ○令和６年度：４回開催（６月、８月、11 月、２月） 
    ○令和７年度：６月４日に開催し、条例案について意見聴取 
 
  イ 環境生活農林水産常任委員会 
    ○令和６年 12 月 ９日開催（骨子案について） 
    ○令和７年 ３月 13 日開催（中間案について） 
 
  ウ パブリックコメント等（令和７年３月 18 日～４月 16 日実施） 
    ○パブリックコメント 
    ○市町及び関係団体への意見照会 
    ○懇話会委員への意見照会 

 
（２）中間案に対するパブリックコメント等の状況 

意見照会方法 
意見数（うち、「反映する」及び

「反映済」とした意見数） 
パブリックコメント 92 件（41 件） 
市町及び関係団体への意見照会 35 件（12 件） 
懇話会委員への意見照会 25 件（12 件） 

  （主な意見） 
    ○基本理念（第３条第１号）について、性暴力は人権侵害であることを明確に

して規定すべきではないか。また、性暴力被害者だけでなく被害者の一番近
くにいる家族も一緒に支えることが重要ではないか。（パブリックコメント、
懇話会委員） 

    ○県の責務（第７条）、推進体制の整備（第 11 条）など努力義務となっている
規定は義務規定とすべきではないか。（パブリックコメント、懇話会委員） 

    ○人材の育成及び支援（第 13 条）について、予防教育等を推進するためには、
教員や保育士等が必要な知識や技術を習得することが重要ではないか。（パ
ブリックコメント） 
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【所管事項説明】 

（３）第５回懇話会における主な意見 
   ○県内における性暴力の実態を前文などで記載できないか。 
   〇県民の理解促進や気運醸成に取り組む期間（第 17 条）を月間としてはどうか。 
   〇早期発見及び早期対応（第 19 条）について、大人の性被害に対する早期発見

も重要であることから規定してはどうか。 
 
３ 「三重県性暴力の根絶をめざす条例（仮称）」（最終案）の概要（別紙、別冊１） 
  第５回懇話会等においていただいた意見をふまえ、最終案を別冊１のとおり取りま
とめました。 

条例の構成 条例のポイント 

前文 ○条例制定の背景や趣旨を示すとともに、性暴力の
根絶に向けた県及び県民の決意と姿勢を表す前
文を置いています。 

○特に子どもに対する性暴力は、社会全体で子ども
を守るとともに、早期発見・早期支援が必要であ
ることを明らかにしています。 

第 1章 総則 ○性暴力を「その者の同意がなく行われる性的な行
為」と定義するとともに、県民に理解してもらえ
るよう性暴力となる行為を列挙しています。 

○県の責務を明らかにするとともに、市町、事業者、
民間支援団体などの役割を規定しています。 

○子どもに対する性暴力の予防、早期発見、早期対
応に不可欠である学校等に期待する役割を規定
しています。 

第 2章 推進体制の整備 ○条例に基づく施策を効果的に推進するための計
画を定めることを規定しています。 

○条例の施策を推進するために必要な人材の育成
及び支援について規定しています。 

第３章 基本的施策 
 第１節 性暴力の予防 
 第２節 性暴力被害者等

に対する支援 
 第３節 性暴力のない社

会の構築 

○予防教育の推進や県民等の理解促進と気運醸成、
また、集中的に取り組む月間について規定してい
ます。 

○性暴力被害者等への支援を行う総合的な窓口を
設置することとし、これまで法的根拠のなかった
「みえ性暴力被害者支援センターよりこ」の運営
について規定しています。 

○性暴力被害者等がすぐに相談し、早期に適切な支
援が受けられるよう、早期発見及び早期対応につ
いて規定しています。 

○性暴力の再発防止や性暴力が発生しない環境づ
くりについて規定しています。 

第４章 雑則 ○性暴力被害者等が安心して相談しやすいよう、個
人情報の保護について規定しています。 

 
４ 今後のスケジュール 
  令和７年９月定例月会議での条例案の提出をめざして、引き続き検討を進めてまい
ります。 
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【所管事項説明】　　　
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【所管事項説明】 

４ 次期「三重県循環型社会形成推進計画」の策定に係る基本的な考え方

について 
 

１ 策定趣旨 

・現計画は令和３年３月に策定し、廃棄物処理の安全・安心の確保を前提に、資源

循環の取組を進めるため、計画の名称をこれまでの「三重県廃棄物処理計画」か

ら「三重県循環型社会形成推進計画」（以下「計画」という。）に変更し、さまざ

まな主体との連携を一層強化しつつ、循環関連産業の振興による経済発展と社会

的課題（プラスチック対策、食品ロス対策）の解決の両立に向けた取組を推進し

ています（別紙「現計画における主な取組と残された課題」参照）。 

・現計画の対象期間が令和７年度までであることから、これまでの取組の成果と課

題、関連する国や県の他の計画等をふまえ、「循環経済への移行」を見据え、廃棄

物処理における安全・安心を前提としつつ、産業振興による資源の効率的な利用

促進や社会情勢の変化をふまえた取組を推進するため、新たな計画を策定します。 

・次期計画の策定にあたっては、令和６年 12 月に三重県環境審議会に諮問し、同審

議会に「三重県環境審議会廃棄物部会」が設置され、諮問事項に関する調査・検

討が進められています。 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第５条の５の規定において、県は、廃棄物の減量その

他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針に即

した廃棄物の減量や処理等に関する計画を策定することとされています。 

 

２ 次期計画の対象期間 

対象期間：令和８年度から令和 12 年度までの５年間 

2050 年カーボンニュートラルも見据え、環境・経済・社会の統合的向上のための

「勝負の 2030 年」に対応しつつ、「三重県環境基本計画」の目標である令和 12（2030）

年度までにめざす「スマート社会みえ」の実現に向け、循環型社会の構築という課

題に対応します。 

 

３ 次期計画の策定の方向性 

（１）基本理念 

  明日に希望をもって高い生活の質を享受できる持続可能な社会の実現をめざ

し、2050 年カーボンニュートラルも見据え、環境・経済・社会の統合的向上のた

めの「勝負の 2030 年」に対応する必要があります。 

そのため、廃棄物処理の安全・安心の確保とともに、「ごみを出さない生活様式」

や「ごみが出にくい事業活動」が定着し、ごみの発生・排出が極力抑制され、排

出された不用物は最大限資源として有効利用される「ごみゼロ社会」の実現に向

けた考え方を施策のベースとしながら、廃棄物・資源循環行政を取り巻く環境変

化や新たな潮流への対応も重視し取り組んでいきます。 

【循環経済への移行】 

・社会における高度な物質循環を確保することにより、天然資源の消費が抑制さ

れ、環境への負荷ができる限り低減される循環型社会の形成に向け、社会全体

での最適化を図り、資源循環への取組を通じて、環境、経済、社会の統合的な

向上を図ります。 
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【所管事項説明】 

・循環経済への移行を見据え、資源投入量・消費量を抑えつつ、ストックを有効

活用しながらサービス化等を通じて付加価値を生み出す取組を促進します。 

 

【カーボンニュートラル】 

・「ミッションゼロ 2050 みえ」の達成に向けて、廃棄物の３Ｒ、適正処理の推進

や社会的課題の解決等を掲げており、資源循環が脱炭素に貢献するよう取り組

んでいきます。 

 

【さまざまな主体との連携】 

・さまざまな主体が地域の環境と循環資源に関心を持ち、環境教育・環境学習や

環境保全活動等に積極的に参加したり、事業者、ＮＰＯ・ＮＧＯ 等の民間団体

の活動に協力したりする機運の醸成に取り組んでいきます。 

・四日市コンビナートでは、カーボンニュートラル社会に貢献するコンビナート

を実現するための取組を推進しているほか、県内には多くの観光資源があり観

光客の来県があるなど、三重県の特色をふまえた取組を進めていきます。 

・海洋ごみ対策の推進のため、海岸漂着物の発生抑制対策及び回収・処理の取組

を推進するとともに、実態調査や一斉清掃に取り組んでいきます。 

・地域において廃棄物処理や資源循環に関する専門的な知見を持った人材、さま

ざまな主体間の利害を調整しパートナーシップを構築できる調整力を持った人

材、既存の概念にとらわれずに新たな仕組みを構築し実行していく人材の育成

に取り組んでいきます。 

 

（２）取組方向 

基本理念をふまえ、持続可能な循環型社会の構築をめざすため、次の観点をふ

まえて検討を進めていきます。 

ア 安全・安心の確保 

・循環資源のライフサイクルでの安全・安心の確保 

・優良な事業者・処理業者の育成 

・不法投棄等の不適正処理事案への対応 

 

イ 循環資源の利用促進 

・資源確保から生産、流通、使用、再使用、再資源化、廃棄等の全ての段階で

の徹底した資源循環の促進 

・動静脈連携（事業者間連携）を通じた市場価値創出の促進 

・地域のコーディネーター 

 

ウ 持続可能な廃棄物処理体制の確保 

・災害時の廃棄物処理体制の強化・充実 

・ハード面・ソフト面での廃棄物処理体制の確保 
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【所管事項説明】 

４ 今後のスケジュール（案） 

令和７年８月 三重県環境審議会（中間案） 

10 月 環境生活農林水産常任委員会（中間案） 

10 月～11 月 パブリックコメント、市町意見照会 

12 月 三重県環境審議会（最終案、答申） 

令和８年３月 環境生活農林水産常任委員会（最終案） 

 計画策定、公表 
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【所管事項説明】 

現計画における主な取組と残された課題 

【取組方向１ パートナーシップで取り組む「３Ｒ＋Ｒ」】 

施策 主な取組 残された主な課題 

1-1 事業者等と

のパートナー

シップによる

取組の推進 

・「みえスマートアクショ

ン宣言事業所登録制度」に

よる「資源のスマートな利

用」の促進 

・市町のごみ分別アプリ等

を活用した資源循環に関

する普及啓発 

市町や関係団体と連携して、さまざまな機

会を通じて優良な取組の情報発信を行うな

ど、県民や事業者による自主的な取組を一

層促進する必要がある。 

 1-2 市町との連

携の推進 

 

【取組方向２ 循環関連産業の振興による「３Ｒ＋Ｒ」の推進】 

施策 主な取組 残された主な課題 

2-1 循環関連産

業の育成及び

支援 

・環境負荷低減等に係る研

究開発や設備機器の設置

等に係る支援 

・循環関連産業における DX

の推進 

循環経済への移行を見据え、動脈産業と静

脈産業が連携し、産業を支える資源として

廃棄物の循環的利用を促進するとともに、

地球温暖化等の新たな社会的課題の解決に

も資するため、さまざまな主体との連携に

よる再資源化の高度化に取り組む必要があ

る。 

2-2 資源の循環

的利用の促進 

・ 認定リサイクル製品の普

及・利用拡大 

「３Ｒ＋Ｒ」のさらなる促進に向け、再生

可能資源の優先使用を進めるとともに、市

町や事業者に対して、その使用が進むよう

啓発を行っていく必要がある。 

 

 

【取組方向３ 廃棄物処理の安全・安心の確保】 

施策 主な取組 残された主な課題 

3-1 廃棄物の適

正処理と透明

性の確保 

・優良認定処理業者の育成

と委託の促進 

・ＰＣＢ廃棄物の期限内処

理に向けた指導等 

産業廃棄物の適正処理による安全・安心を

確保するためには、引き続き、優良認定処

理業者の活用促進等による排出事業者責任

の徹底を図るとともに、ＰＣＢ廃棄物を処

分期間内に確実かつ適正処理されるよう指

導等を行っていく必要がある。 

3-2 産業廃棄物

の不法投棄等

の未然防止と

早期発見・早期

是正 

・産業廃棄物処理の監視・指

導 

・建設系廃棄物の排出事業

者等に対する研修会等を

通じた意識向上 

不法投棄等の未然防止及び早期発見・早期

是正のため、関係機関等と連携、協働して

広報啓発活動等を行い、不法投棄等に関す

る情報提供を呼びかける必要がある。 

 

 

  

別紙 

みえスマートアクション宣言事業所 

登録制度ロゴマーク 

三重県リサイクル製品 

認定制度 
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【所管事項説明】 

   

3-3 産業廃棄物

の不適正処理

の是正措置の

推進 

・行政代執行の実施と対策完

了した事案のモニタリン

グ 

生活環境保全上の支障が生じていないこと

を確認するためのモニタリング等を実施す

るとともに、地域住民等とのリスクコミュ

ニケーションを図る必要がある。 

3-4 災害廃棄物

の適正かつ迅

速な処理に向

けた取組の推

進 

・ 災害廃棄物の適正処理に

向けた人材育成や関係機

関との連携強化 

いつ発生してもおかしくない南海トラフ地

震や風水害等の大規模災害時においても速

やかに対応できるよう、災害廃棄物処理体

制を整備するとともに、現場対応力を高め

る人材育成をさらに進める必要がある。 

 

 

【取組方向４ 廃棄物政策を通じた社会的課題の解決】 

施策 主な取組 残された主な課題 

4-1 プラスチッ

ク対策の推進 

・混合プラスチックのマテ

リアルリサイクルの実証

事業 

・海洋プラスチック対策に

資するごみ拾いアプリの

導入 

さまざまな主体との連携により、プラスチ

ック資源循環の高度化に向けた課題解決の

支援を通じ、ワンウェイプラスチックの削

減の取組を進めるとともに、代替素材を用

いた製品の利用、高度なリサイクル等によ

る３Ｒ＋Ｒの促進を図る必要がある。 

4-2 食品ロス等

対策の推進 

・三重県食品提供システム

「みえ～る」の参加企業・

団体の拡大 

・市町と連携したフードシ

ェアリングサービスの導

入 

食べ物を無駄にしない意識の一層の醸成・

定着を図り、さらなる削減に向け、行動に

つなげる必要があるため、市町と連携して

県民に向けた啓発を進めていく必要があ

る。 

 

 

【取組方向５ 人材育成とＩＣＴの活用】 

施策 主な取組 残された主な課題 

5-1 循環型社会

の構築に向け

た人材の育成 

・ ＩＣＴやＤＸに関するセ

ミナー等の開催 

動静脈連携や脱炭素化、ＤＸの推進など、

資源循環を取り巻く社会経済情勢が大きく

変化していることから、引き続き、事業者

自らによる新たな取組を促進する必要があ

る。 

 

5-2 スマートな

システムの体

制整備と情報

発信 

 

 

 

 

 

 

災害廃棄物 

実地訓練 

資源循環セミナー 
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【所管事項説明】 
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【所管事項説明】 

５ 三重県認定リサイクル製品の認定状況及び県による使用・購入の状況等 

について 

 

１ 三重県リサイクル製品認定制度の概要 

（１）三重県リサイクル製品利用推進条例 

「三重県リサイクル製品利用推進条例」（以下「条例」という。）は、リサイクル製品

の利用を推進することにより、リサイクル産業の育成を図り、資源が無駄なく繰り返し

利用され、環境への負担が少ない循環型社会の構築に寄与することを目的として、平成

13年３月に議員提案により制定されました。条例の規定により、県は毎年度、認定リサ

イクル製品の使用及び購入の状況を公表することとしています。 

（２）認定基準 

認定基準として、①県内で生産・加工されていること、②再生資源等の県内発生割合

が50％以上であること、③環境の保全に関する法令が遵守されていること、④製品の品

質及び安全性に関する基準に適合することを条例に規定し、認定基準への適合状況を現

地調査や認定審査会等において審査します。 

品質及び安全性の管理については、生産者の義務とし、毎年１回、認定基準適合状況

報告書の提出がなされており、また、県が行う立入検査や分析等により、認定基準への

適合状況等を定期的に確認しています。 

（３）利用の推進 

県が実施する工事または物品の調達において、県自ら認定リサイクル製品を優先的に

使用・購入することとしており、また、広報・啓発を行うことで、県民、事業者、市町

等による認定リサイクル製品の利用拡大を図ることとしています。 

 

２ 令和６年度の実績 

（１）認定 

令和６年度は４製品減少（新規認定：１製品、有効期間満了等：５製品）し、令和７

年３月末現在の認定リサイクル製品数は59製品となりました（表１）。 

表１ リサイクル製品認定状況（各年度末現在） （単位：製品） 

用途 

区分 
年度 

建設資材 環境資材 物品 農業資材 合 計 
（ ）内は 

認定生産者数 

（改良土、コンクリート

二次製品等） 
（工事用看板等） （防球ネット） （肥料） 

令和６年度 54 2 2 1 59 (32) 

令和５年度 58 2 2 1 63 (33) 

令和４年度 61 2 2 1 66 (34) 

令和３年度 62 3 2 1 68 (37) 

令和２年度 63 3 2 1 69 (39) 

14



【所管事項説明】 

（２）品質及び安全性の確認 

新規または更新認定時に 13 製品、認定基準適合状況報告書により 40 製品に対して、

品質及び安全性の確認を行いました。また、認定生産者13者20製品に対して立入検査

を実施し、サンプルを収去・分析すること等により、安全性を確認しました。 

（３）県による使用・購入の状況 

令和６年度の使用・購入実績は約３億４千万円でした（表２）。実績が減少した原因

は、リサイクル認定製品を使用できる工事が減少したことや、昨今の資材価格や人件費

の高騰により、1工事あたりの施工規模が縮小したためです。 

（４）使用・購入の推進及び技術支援の実施 

県内事業者・市町等への製品パンフレットの配布及び県ホームページへの掲載等によ

り認定リサイクル製品のＰＲを行うほか、県公共工事の特記仕様書に優先調達を記載す

るとともに、発注する地域機関等を対象とした研修会で認定リサイクル製品の使用・購

入について周知を行いました。 

また、県工業研究所が、認定リサイクル製品等の開発に関する技術支援を２事業者に

対して行いました。 

 

３ 今後の対応 

県内事業者・市町等に対して認定リサイクル製品の優先的な購入・使用を働きかけると

ともに、減少傾向にある認定製品数の増加や品目拡大を進めるため、事業者のニーズを把

握し、三重県産業廃棄物抑制等事業費補助金の活用、県工業研究所および保健環境研究所

による製品開発の技術的支援に取り組んでいきます。 

また、リサイクル製品の認定にあたっては、認定基準に基づき厳格に審査を行っていく

とともに、認定済のリサイクル製品についても立入検査を実施し、引き続き、品質及び安

全性を確認していきます。 

表２ 県による使用・購入実績 （単位：千円）

用途 

区分 

年度 

建設資材 環境資材 物品 農業資材 

合 計 （改良土、コンクリート

二次製品等） 
（工事用看板等） （防球ネット） (肥料) 

令和６年度 335,591 3,674 750 0 340,015 

令和５年度 469,122 3,105 480 0 472,707 

令和４年度 489,266 2,496 0 0 491,762 

令和３年度 1,031,711 836 0 0 1,032,547 

令和２年度 1,143,213 430 332 0 1,143,975 
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【所管事項説明】 

６ 生活排水処理アクションプログラムの点検及び見直しについて 

 
１ 計画の位置づけ 

  県では、快適な生活環境と健全な水環境の維持のため、生活排水処理アクシ

ョンプログラム（三重県生活排水処理施設整備計画）を策定し、生活排水処理

施設の整備の計画的かつ効率的な推進に取り組んでいるところです。 
生活排水処理アクションプログラムは、市町別に生活排水処理施設の整備手

法を定め、目標年度における整備水準を示すもので、施設整備のマスタープラ

ンとして位置づけられるものです。このため、下水道、集落排水施設、浄化槽

などの整備の推進に関する施策は、本アクションプログラムに沿って実施され

ることが求められます。 
本アクションプログラムは、平成８年度に策定後、社会情勢の変化などをふ

まえながら、平成 17 年度、平成 24 年度に見直しを行っており、平成 28 年度

には、整備計画に係る国のマニュアルが示されたことも受け、新たなアクショ

ンプログラムを策定しました。 

現行のアクションプログラムは、目標年度を令和 17 年度末としており、関

係部局や市町と連携し、未整備人口の解消や生活排水処理施設の効率的な運営

管理、情報発信など、生活排水に係る施策を推進しています。 

 

２ 三重県の状況 

三重県においては、下水道、集落排水処理施設、浄化槽等の生活排水処理

施設の整備率が、平成８年度末に31.6%（全国42位）であったところ、令和５

年度末には89.6%（全国27位）となりました。生活排水処理施設の整備は着実

に進展していますが、全国平均（93.3%・令和５年度末）に比べると整備率は

依然として低い状況です。 
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【所管事項説明】 

３ 生活排水処理アクションプログラムの点検及び見直し 

    現行のアクションプログラムは、策定から10年程度経過し、令和７年度は

中期目標年度でもあることから、整備計画の進捗状況並びに社会・経済情勢

及び将来人口の想定値の変化等を把握するための点検を行います。 

    なお、これらの点検の結果、前回策定時の状況と差異が生じた場合は、社

会・経済情勢のほか、地域特性や処理施設の種類ごとのメリット等を総合的

に勘案し、広域的な観点から各市町と協議・調整を行ったうえで、見直しを

行います。 

 

４ 今後のスケジュール（案） 

  【令和７年度】市町点検結果の集約、関係市町との協議等 

  【令和８年度】生活排水処理アクションプログラム見直し（案）の策定、 

パブリックコメント、報告・公表 
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【所管事項説明】 

７ 各種審議会等の審議状況について 

（令和７年２月 17 日～令和７年６月２日） 

 

１ 三重県私立学校審議会 

１審議会等の名称 三重県私立学校審議会 

２開催年月日 令和７年３月17日 

３委員 会 長 梅村 光久 

委 員 服部 高明    他10名 

４諮問事項 ・幼稚園の廃止認可について 

・高等学校の学科の廃止認可について 

５調査審議結果 諮問事項２件について審議され、いずれも認可することに異議

はないと答申された。また、専修学校の設置計画、高等学校に

係る通信制課程の設置計画、高等学校の収容定員に係る学則の

変更計画について報告した。 

６備考 次回開催日：令和７年８月頃（予定） 

 

２ 三重県総合博物館協議会 

１審議会等の名称 三重県総合博物館協議会 

２開催年月日 令和７年３月６日 

３委員 会 長 吉岡 基 

副会長 浜辺 佳子 

委 員 岩﨑 奈緒子   他12名 

４諮問事項 なし 

５調査審議結果 三重県総合博物館の活動と運営、博物館活動の今後の取組につ

いて、意見交換が行われた。 

６備考 次回開催日：令和７年７月29日 

 

３ 三重県立美術館協議会 

１審議会等の名称 三重県立美術館協議会 

２開催年月日 令和７年３月12日 

３委員 会 長 吉田 俊英 

副会長 杉本 竜 

委 員 石原 真伊    他９名 

４諮問事項 なし 

５調査審議結果 令和６年度の事業進捗状況及び令和７年度の事業計画等につ

いて、意見交換が行われた。 

６備考 次回開催日：令和７年７月頃（予定） 
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【所管事項説明】 

４ 三重県立図書館協議会 

１審議会等の名称 三重県立図書館協議会 

２開催年月日 令和７年３月13日 

３委員 会 長 東福寺 一郎 

副会長 林 千智 

委 員 秋山 則子    他７名 

４諮問事項 なし 

５調査審議結果 令和６年度事業の進捗状況及び「三重県立図書館運営計画（仮

称）」最終案について、意見聴取を行った。 

６備考 次回開催日：令和７年10月頃（予定） 

 

５ 三重県環境審議会廃棄物部会 

１審議会等の名称 三重県環境審議会廃棄物部会 

２開催年月日 （１）令和７年３月14日 

（２）令和７年５月29日 

３委員 部会長   岡島 賢治 

部会長代理 花嶋 温子 

委員    浮田 美里  他７名 

４諮問事項 「三重県循環型社会形成推進計画」の策定について 

５調査審議結果 （１）「三重県循環型社会形成推進計画」の策定方針（たたき

台）について意見交換が行われた。 

（２）「三重県循環型社会形成推進計画」に係る基本的な考え

方について意見交換が行われた。 

６備考 次回開催日：令和７年７月頃（予定） 

 

６ 三重県環境影響評価委員会 小委員会 

１審議会等の名称 （１）三重県環境影響評価委員会小委員会（仮称）株式会社日

新三重工場増設事業 簡易的環境影響評価書 

（２）三重県環境影響評価委員会小委員会（仮称）鈴鹿市国府

町地内工業団地開発 簡易的環境影響評価書 

２開催年月日 （１）令和７年２月１７日（現地調査及び小委員会） 

（２）令和７年５月２３日（現地調査及び小委員会） 

３委員 （１）委員長 淀 太我   他５名 

（２）委員長 塚田 森生  他５名 

４諮問事項 （１）（仮称）株式会社日新三重工場増設事業 簡易的環境影 

響評価書について 

（２）（仮称）鈴鹿市国府町地内工業団地開発 簡易的環境影 

響評価書について 
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【所管事項説明】 

５調査審議結果 （１）三重県環境影響評価条例に基づく環境影響評価図書につ 

いて事業者から説明を受け、現地調査と審議を行った。 

（２）三重県環境影響評価条例に基づく環境影響評価図書につ 

いて事業者から説明を受け、現地調査と審議を行った。 

６備考 （１）令和７年５月９日 答申 

（２）令和７年７月頃  答申予定 
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